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  2014 年 12 月 22 日 

各 位 

東京都港区六本木一丁目6番1号  

株 式 会 社 Ｓ  Ｂ  Ｉ 証 券 

 代 表 取 締 役 社 長 髙村 正人 

       
 

《日本初！！》「JPX 日経インデックス 400 連動債」取扱開始のお知らせ 

 

株式会社 SBI 証券（本社：東京都港区、代表取締役社長：髙村正人、以下「当社」という。）は、2014 年 12 月

22 日（月）[予定]より、国内公募として日本初※となる「JPX 日経インデックス 400」を対象指数とする連動債の販

売を開始することとなりましたのでお知らせいたします。 

 

「JPX 日経インデックス 400 連動債」は、「JPX日経インデックス 400」のパフォーマンスに連動してお客さまの

受け取る利率が変動する債券です。利率決定日における「JPX日経インデックス400」が、あらかじめ決められた

利率決定価格以上となった場合は高い利率（年率 5.00％[税引前]）が適用され、利率決定価格未満の場合は低

い利率（年率 0.10％[税引前]）が適用されることとなります。 

 

「JPX 日経インデックス 400」は、株式会社日本取引所グループと株式会社日本経済新聞社が共同開発し、

2014年1月より算出が開始された株価指数で、流動性（売買代金）や規模（時価総額）のほか、株主の投資資金

がどのくらい効率的に使われているかを示す ROE（自己資本利益率）、コーポレートガバナンス（企業統治）など

の要素も考慮して構成銘柄を選定していることが大きな特徴です。また、市場第一部銘柄だけでなく、市場第二

部銘柄、マザーズ銘柄、JASDAQ銘柄なども含まれていることから、これまでの市場の枠組みに縛られない指

数となっており、日本市場を代表する新たな株価指数として期待されています。 

 

このたびの「JPX 日経インデックス 400 連動債」の取扱開始により、当社のお客さまは、連動債への投資を通

じて、この新たな株価指数のパフォーマンスを享受することが可能となります。「指数連動債」としては、当社にお

ける取扱実績も豊富な「日経平均連動債」が広く知られていますが、今後は「JPX 日経インデックス 400 連動債」

も、これに肩を並べるほどの商品となるものと期待しております。当社は、より多様な投資対象を求める個人投

資家の皆さまのニーズにいち早くお応えするべく、「JPX日経インデックス400連動債」の国内公募第一号案件と

して、本債券の販売開始を決定いたしました。 

 

当社は、今後も「業界屈指の格安手数料で業界最高水準のサービス」を実現するべく、商品・サービスの拡充

に努め、個人投資家の皆さまの資産形成を支援してまいります。  
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＜JPX 日経インデックス 400 連動債の概要＞ 

発行体 ビー・エヌ・ピー・パリバ 

格付 A1(Moody’s) / A+(S&P) 

利率 初回利払日：年率 5.00％（税引前） 

以降、満期償還日まで： 

（1）各利率決定日における対象指数終値が、利率決定価格以

上の場合：年率 5.00％（税引前） 

（2）各利率決定日における対象指数終値が、利率決定価格未

満の場合：年率 0.10％（税引前） 

お申込み単位 額面 50 万円以上、50 万円単位 

売出期間 2014 年 12 月 22（月）18：00～2015 年 1 月 13 日（火）14：00 

満期償還日 2019 年 1月 15 日（約 4年） 

利払日 毎年 1月、4月、7 月、10 月の 15 日（30/360 ベース） 

※初回 2015年 4月 15日 （ロングファーストクーポン 91日分） 

   商品の詳細につきましては、当社WEBサイトにてご確認ください。 

 

※2014 年 12 月 22 日現在。当社調べ。 

 

＜金融商品取引法に係る表示＞ 

商号等  株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 

登録番号 関東財務局長（金商）第44号 

加入協会 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 

 

＜手数料等及びリスク情報について＞ 

SBI証券で取り扱っている商品等へのご投資には、商品毎に所定の手数料や必要経費等をご負担いただく場

合があります。また、各商品等は価格の変動等により損失が生じるおそれがあります（信用取引、先物・オプ

ション取引、外国為替保証金取引では差し入れた保証金・証拠金（元本）を上回る損失が生じるおそれがあり

ます）。各商品等への投資に際してご負担いただく手数料等及びリスクは商品毎に異なりますので、詳細につ

きましては、SBI 証券WEB サイトの当該商品等のページ、金融商品取引法に係る表示又は契約締結前交付

書面等をご確認ください。 


